
議案第１４０号 

市長の専決処分事項の承認について 

令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり

専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求めます。 

令和５年１２月１日提出 

佐野市長 金 子  裕   

 

 

理 由 

  令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）を定める必要がある

ため専決処分したものです。 



専決第１５号 

   令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）について 

 令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により議会の議決を求

むべきところ、緊急に処理する必要がある事案が生じたため、同法第１７９

条第１項の規定により専決処分します。 

  令和５年１１月１７日 

                     佐野市長 金 子  裕 

 



令 和 ５ 年 度

佐野市水道事業会計補正予算書
（第１号）

〔付　予算に関する説明書〕



　（総則）

　（債務負担行為）

　　佐野市長  金　子　　裕

第２条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおり追加する。

限度額期間事項

令和５年（ノ）第１７号
賠償金請求事件に関する
調停事務委託

調停が終了する年度まで
調停に要する費用に関し、佐
野市水道事業と調停代理人で
協議して定めた額

　　　令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）

第１条　令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　　令和５年１１月１７日専決処分
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予 算 に 関 す る 説 明 書



(単位：千円)

　　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△は純損失） △ 99,449

減価償却費 1,011,774

固定資産除却費 35,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 1,221

賞与引当金の増減額(△は減少) △ 269

長期前受金戻入 △ 247,149

利息の受取額 △ 177

支払利息及び企業債取扱諸費 114,085

未収金の増減額（△は増加） 117,484

未払金の増減額（△は減少） △ 351,236

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 28,901

預り金の増減額(△は減少) △ 51

小計 549,890

利息の受取額 177

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 114,085

業務活動によるキャッシュ・フロー 435,982

　　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 934,764

有形固定資産の売却による収入 1

補助金及び負担金による収入 83,673

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 851,090

　　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

452,200

△ 607,577

23,800

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 131,577

　　　資金増加額（又は減少額） △ 546,685
　　　資金期首残高 3,079,202
　　　資金期末残高 2,532,517

令和５年度 佐野市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
　(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

税抜
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債務負担行為に関する調書
(単位：千円）

金　額 金　額
補 助
金

企 業
債

営業収益

0

調停に要する
費用に関し、
佐野市水道事
業と調停代理
人で協議して
定めた額

0 0

調停に要する費
用に関し、佐野
市水道事業と調
停代理人で協議
して定めた額

　
－
 
4
 
－

令和５年（ノ）第１７号
賠償金請求事件に関する
調停事務委託

左の財源内訳

期　間 期　間

事　　項 限度額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

調停に要する費
用に関し、佐野
市水道事業と調
停代理人で協議
して定めた額

令和５年度
から

調停が終了す
る年度まで



(単位：円)

592,909,753

1,810,846,026

△ 698,742,832 1,112,103,194

32,288,755,017

△ 18,101,193,144 14,187,561,873

7,977,404,435

△ 4,484,039,059 3,493,365,376

31,425,380

△ 29,514,212 1,911,168

59,748,202

△ 33,161,503 26,586,699

1,486,534,315

20,900,972,378

884,600

858,162,700

859,047,300

21,760,019,678

2,532,517,260

50,026,000

　 　貸倒引当金 △ 12,623,318

49,417,895

2,500,000

2,621,837,837

24,381,857,515　　 資産合計

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

 (3) 貯蔵品

 (4) その他流動資産

　　 流動資産合計

 (2) 無形固定資産

 　イ 電話加入権

 　ロ ダム使用権

　　 無形固定資産合計

　　 固定資産合計

2　流　動　資　産

 　ホ 車両運搬具

 　　 減価償却累計額

 　ヘ 工具器具及び備品

 　　 減価償却累計額

 　ト 建設仮勘定

 　　有形固定資産合計

 　ロ 建物

　　  減価償却累計額

 　ハ 構築物

 　　 減価償却累計額

 　ニ 機械及び装置

 　　 減価償却累計額

令和５年度　佐野市水道事業予定貸借対照表

(令和６年３月３１日)

資　　産　　の　　部

1　固　定　資　産

 (1) 有形固定資産

 　イ 土地

税抜
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(単位：円)

8,203,646,822
8,203,646,822

25,000,000
25,000,000

8,228,646,822

616,961,203
616,961,203
78,260,000

13,230,000
13,230,000

2,500,000

710,951,203

10,446,333,661
　　 長期前受金収益化累計額 △ 6,107,142,698

4,339,190,963

13,278,788,988

7,200,983,086

77,758,477
4,588,090

426,555,749
696,534,424

1,205,436,740

127,400,000
300,551,000

2,088,834,701
179,863,000

① 0
② 179,863,000

2,696,648,701

3,902,085,441

11,103,068,527

24,381,857,515

　 ハ 建設改良積立金　

　　 利益剰余金合計

　　 剰余金合計

　 ニ 当年度未処分利益剰余金
当年度未処分利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

　 イ 減債積立金
　 ロ 利益積立金

　　 負債資本合計

6　資　本　金

7　剰　余　金

 (1) 資本剰余金
 　イ 受贈財産評価額
　 ロ 寄附金

　　 資本合計

　 ハ 工事負担金
　 ニ 補助金
　　 資本剰余金合計　

 (2) 利益剰余金

　　 流動負債合計

5　繰　延　収　益

　　 長期前受金

　　 繰延収益合計

　　 負債合計

資　　本　　の　　部

 　　企業債合計
 (2) 未払金
 (3) 引当金
 　イ　賞与引当金
　 　引当金合計
 (4) その他流動負債

　 イ　修繕引当金
　 　引当金合計
　　 固定負債合計

4　流　動　負　債
 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

負　　債　　の　　部

3　固　定　負　債
 (1) 企業債

 　　企業債合計
 (2) 引当金

　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

税抜
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令和５年度佐野市水道事業会計補正予算（第１号）における注記事項

Ⅰ．重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法
　(1)　有形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(間接法)による。
　　・主な耐用年数

建物 ２０～５０年
構築物 １０～６０年
機械及び装置 １０～３８年
車両運搬具 　４～　５年
工具器具及び備品 　５～１５年

　(2)　無形固定資産
　　・減価償却の方法　 定額法(直接法)による。
　　・主な耐用年数

ダム使用権 ５５年
２　引当金の計上方法
　(1)　退職手当引当金
　　　本市は退職給付金の支払について栃木県市町村総合事務組合（以下
　　「組合」という。）に加入しており、水道事業会計所属職員についても組合
　　に掛金を拠出している。この際、一般会計との取り決めにより、水道事業
　　会計より組合へ負担金を拠出して以降の追加的負担は全額一般会計において
　　措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を
　　計上せず、負担金の拠出時のみ費用処理を行っている。
　(2)　賞与引当金
　　　職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備える
　　ため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
　　上している。
　(3)　貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込
　　額を計上している。
　(4)　修繕引当金
　　　会計基準改正前（平成２６年３月３１日以前）に計上してあった修繕
　　引当金を移行して計上し、従前の例により取り崩すこととする。
３　キャッシュ・フロー計算書の作成方法
　　キャッシュ・フロー計算書については、間接法によって作成している。
４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担
　　貸借対照表に計上されている企業債(当該年度末日の翌日から起算して１年
　以内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、
　784,404千円である。
２　引当金の取崩し
　(1)　貸倒引当金の取崩し
　　令和５年度末において、水道料金の不納欠損処分による損失に充てるため、
　 貸倒引当金2,485千円を取崩す予定である。
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　(2)　賞与引当金の取崩し
　　令和５年６月において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として18,524
　千円を支給したため、賞与引当金13,499千円を取崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
１　リース取引の処理方法
　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
　会計処理を行うこととされたが、本会計において該当する取引は所有権移転外
　ファイナンス・リース取引のみであるため、次号の特例措置を適用する。
２　リース会計に係る特例措置
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行
　規則第５５条に規定する特例措置を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に
　準じた会計処理によっている。
３　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
　未経過リース料相当額（消費税及び地方消費税込み）
　　１年以内 円
　　１年超 円
　　　合計 円

636,240
0

636,240
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（収益的収支）

利益積立金補填額

（資本的収支）

減価償却費

長期前受金戻入 △

△

令和５年度事業費用 △ 2,574,100,000 (税抜）
補填額合計 △ 99,449,000

【 備 考 】

令和５年度事業収益 2,474,651,000 (税抜）

　利益積立金 400,000,000 99,449,000 300,551,000

計 400,000,000 99,449,000 300,551,000

(単位：円)

区　　分
令和５年度

財　源 補填額 残　額

0 300,551,000

資産減耗費 35,001,000 ４条特定収入影響額 △8,215,000

799,627,000

80,587,000材料売却原価

固定資産売却損

固定資産売却益

1,000

【 備 考 】

当年度分損益勘定留保資金
令和５年度
　消費税及び地方消費税　資本的収支調整額

1,011,774,000
資本的支出のうち
仮払消費税及び地方消費税 88,954,000

△247,149,000
資本的収入のうち
仮受消費税及び地方消費税 △152,000

　消費税及び地方消費税
  資本的収支調整額

80,587,000 80,587,000 0

計 3,576,862,701 1,060,077,000 2,516,785,701

　減債積立金 127,400,000 0 127,400,000

　建設改良積立金 2,268,697,701 179,863,000 2,088,834,701

　利益積立金 300,551,000

　損益勘定
　留保資金

　過年度分 0 0 0

　当年度分 799,627,000 799,627,000 0

1,000

△1,000

補 填 財 源 明 細 書

(単位：円)

区　　分
令和５年度

財　源 補　填 残　額

(令和5年4月1日から令和6年3月31日）
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